
財務書類４表の見方について

単位：千円
一般会計等 全体

1.固定資産 20,431,534 24,228,533
　　　（1）事業用資産 6,444,484 6,444,484

公共サービスに供されている資産でインフラ資産以
外の資産（例：庁舎、学校、公民館、市営住宅、福
祉施設など）

　　　（2）インフラ資産 3,097,597 6,718,210
社会基盤となる資産（例：道路、橋、公園、上下水
道施設など）

　　　（3）物品 82,261 219,635
車両、備品、美術品

　　　（4）無形固定資産 53,535 65,757
ソフトウェア（リース含む）

　　　（5）投資及び出資金 609,684 609,684
有価証券、出資金、出捐金

　　　（6）投資損失引当金 - -
保有株式の実質価格が低下した場合に計上

　　　（7）長期延滞債権 28,973 57,206
税収や負担金、使用料などの滞納繰越調定収入未
済分

　　　（8）長期貸付金 5,799,299 5,799,299
自治法第240条第1項に規定する債権である貸付金
（流動資産に区分されるもの以外）

　　　（9）基金 4,317,178 4,317,178
流動資産に区分されない基金
特定目的基金

　　　（10）その他 - -
上記及び徴収不能引当金以外のもの
（繰延資産、長期前払費用、リサイクル料）

　　　（11）徴収不能引当金 △ 1,478 △ 2,921
長期延滞債権や長期貸付金の金銭債権に対する
将来の取立不能見込額（不納欠損額）を見積もった
もの

2.流動資産 1,561,722 1,803,275
　　　（1）現金預金 505,828 658,975

手元現金や普通預金など（歳計外現金を含む）
　　　（2）未収金 11,004 19,769

税収や使用料などの現年度収入未済分
　　　（3）短期貸付金 135,119 135,119

貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの
　　　（4）基金 910,366 990,424

財政調整基金、減債基金
　　　（5）棚卸資産 - -

売却目的保有資産
　　　（6）その他 - -

上記及び徴収不能引当金以外のもの
（前払費用、立替金、仮払金）

　　　（7）徴収不能引当金 △ 595 △ 1,012
未収金や短期貸付金の金銭債権に対する将来の
取立不能見込額（不納欠損額）を見積もったもの

21,993,256 26,031,807

貸借対照表
資産の部

　資産合計



一般会計等 全体
1.固定負債 2,583,092 5,249,641
　　　（1）地方債 2,491,641 5,158,190

地方公共団体が発行した地方債のうち、償還予定
が1年超のもの

　　　（2）長期未払金 - -
自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債
務とみなされるもの及びその他の確定債務のうち
流動負債に区分されるもの以外

　　　（3）退職手当引当金 91,451 91,451
原則期末自己都合要支給額

　　　（4）損失補償等引当金 - -
履行すべき額が確定していない損失補償債務等の
うち、地方公共団体財政健全化法上、将来負担比
率の算定に含めた将来負担額を計上

　　　（5）その他 - -
上記以外の固定負債（リース残高）

2.流動負債 360,121 731,383
　　　（1）1年内償還予定地方債 294,548 665,619

地方公共団体が発行した地方債のうち、1年以内に
償還予定のもの

　　　（2）未払金 - -
基準日時点までに支払義務発生の原因が生じてお
り、その金額が確定し、または合理的に見積もるこ
とができるもの

　　　（3）未払費用 - -
一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けて
いる場合、基準日時点において既に提供された役
務に対して未だその対価の支払を終えていないも
の

　　　（4）前受金 - -
基準日時点において、代金の納入は受けている
が、これに対する義務の履行を行っていないもの

　　　（5）前受収益 - -
一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場
合、基準日時点において未だ提供していない役務
に対し支払を受けたもの

　　　（6）賞与等引当金 53,562 53,752
基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉
手当及び福利厚生費

　　　（7）預り金 12,012 12,012
基準日時点において、第三者から寄託された資産
に係る見返負債

　　　（8）その他 - -
上記以外の流動負債（リース残高）

　負債合計 2,943,213 5,981,024
純資産の部

19,050,044 20,050,784
　　　（1）固定資産等形成分 21,477,019 25,354,076
　　　（2）余剰分（不足分） △ 2,426,975 △ 5,303,292

21,993,256 26,031,807　負債及び純資産合計　　            　

負債の部

　純資産合計



単位：千円
一般会計等 全体

10,973,665 12,119,006
1.業務費用 8,342,549 8,773,021
　　　（1）人件費 745,561 749,302

職員給与費や賞与等引当金繰入額、退職手当引
当金繰入額など

　　　（2）物件費等 7,522,415 7,899,630
職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費（消費的
性質）、施設等の維持修繕にかかる経費や有形固
定資産の減価償却費など

　　　（3）その他の業務費用 74,573 124,090
支払利息、徴収不能引当金繰入額、過年度分過誤
納還付など

2.移転費用 2,631,115 3,345,985

住民への補助金や生活保護費などの社会保障費、
特別会計への資金移動など

198,120 366,266
1.使用料及び手数料 74,955 237,541

財・サービスの対価として使用料・手数料の形で徴
収する金銭

123,166 128,725
過料、預金利子など

10,775,544 11,752,740
30,313 30,510

資産売却損、災害復旧費など
160 160

資産売却益など
純行政コスト 10,805,697 11,783,090

単位：千円
一般会計等 全体

前年度末純資産残高 14,539,228 15,453,767
　純行政コスト △ 10,805,697 △ 11,783,090

行政活動に係る費用のうち、人的サービスや給付
サービスなど、資産形成につながらない行政サービ
スに係る費用（行政コスト計算書より算出）

15,316,246 16,379,840
　　　（1）税収等 13,765,500 14,042,228

地方税、地方交付税、地方譲与税など
　　　（2）国庫等補助金 1,550,746 2,337,612

国庫支出金及び都道府県支出金など
　本年度差額 4,510,549 4,596,750
　資産評価差額 - -

有価証券等の評価差額
　無償所管換等 267 267

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

　他団体出資等分の増加 - -
　他団体出資等分の減少 - -

- -
上記以外の純資産の変動（調査判明の資産）

　本年度純資産変動額 4,510,816 4,597,017
本年度純資産残高 19,050,044 20,050,784

　その他

行政コスト計算書

経常費用

経常収益

2.その他

純経常行政コスト
臨時損失

臨時利益

純資産変動計算書

　財源



単位：千円
一般会計等 全体

4,744,051 4,991,984
1.業務支出 10,584,452 11,548,580

人件費、物件費、利息など経常的にかかる支出
2.業務収入 15,352,519 16,564,580

税金、使用料または補助金など経常的な収入
3.臨時支出 30,212 30,212

災害復旧費など臨時的にかかる支出
4.臨時収入 - 6,196

補助金のうち臨時的な収入など
△ 4,393,937 △ 4,430,123

1.投資活動支出 11,902,475 11,956,457
道路や学校などの固定資産形成、出資金や基金の
積立てのための支出

2投資活動収入 7,508,538 7,526,335
固定資産形成のための補助金、基金の取崩し、資
産の売却などによる収入

△ 191,477 △ 386,823
1.財務活動支出 330,011 766,806

主に地方債の償還支出
2.財務活動収入 138,534 379,984

主に地方債の発行収入
本年度資金収支額 158,636 175,039
前年度末資金残高 335,180 471,925
本年度末資金残高 493,817 646,964

前年度末歳計外現金残高 9,975 9,975
本年度歳計外現金増減額 2,036 2,036
本年度末歳計外現金残高 12,012 12,012
本年度末現金預金残高 505,828 658,975

資金収支計算書

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支


